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 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札の決定は総合評価落札方式
をもって行うので、
 総合評価のための性能、機能、技術等（以
下「性能等」という。）に関する書類を提出
すること。
 入札書に記載された金額に当該金額の
10％に相当する額を加算した金額（当該金
額に１円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てるものとする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及
び地方消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の110分の100に相当する金額を入札
書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和４・５・６年度防衛省競争参加資格
（全省庁統一資格）において次に示す等級に
格付され関東・甲信越地域の競争参加資格を
有する者であること。
上記１「物品の製造」又は「物品の販売」
でＡ、Ｂ又はＣ
 大臣官房衛生監、防衛政策局長又は防衛装
備庁長官から「装備品等及び役務の調達に係
る指名停止等の要領」に基づく指名停止の措
置を受けている期間中の者でないこと。
 前号により、現に指名停止を受けている者
と資本関係又は人的関係のある者であって、
当該者と同種の物品の売買又は製造若しくは
役務請負について防衛省と契約を行おうとす
る者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1628870 東京都新宿区市谷本村町５
１ 防衛装備庁調達事業部需品調達官付調達
第３班 高橋 寛子 電話0332683111
内線35430

 入札説明書の交付方法 随時交付する。
 入札書及び性能等に関する書類の受領期限
令和６年11月22日15時00分

 開札の日時及び場所 令和７年１月22日15
時30分～ 防衛装備庁第１入札室

４ 防衛装備品等調達システムの利用
本件は、「防衛装備品等調達システム」を利用
した応札及び入札開札手続きを使用するものと
する。ただし、「防衛装備品等調達システム」に
よりがたい場合は、紙入札による参加届を提出
すること。詳細については入札説明書による。
５ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に入札
説明書で示した必要な書類を添付して、上記
３に示す受領期限までに提出しなければな
らない。入札者は、開札日の前日までの間に
おいて、分任支出負担行為担当官から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 総合評価落札方式とす
る。上記５に従い書類を添付して入札書を
提出した入札者であって、上記２の競争参加
資格、仕様書の要求事項及び性能等の要求要
件のうち必須とされた項目の最低限の要求要
件をすべて満たし、予算決算及び会計令第79
条の規定に基づいて作成された予定価格の制
限の範囲内であり、かつ、当該入札者の申し
込みに係る性能等の各評価項目の得点の合計
を当該入札者の入札価格で除して得た数値の
最も高いものをもって落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kawai Hisashi Deputy

Director General, Procurement Operations

(Arms and Supplies) for Acquisition, Tech‑

nology and Logistics Agency

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting

 have the following Grade qualification,

for each item in ６ above, in the Kanto
and Koushin‑etsu area in terms of the

qualification for participating in tenders

by Ministry of Defense (Single qualifica‑

tion for every ministry and agency) in the

fiscal years 2022, 2023 and 2024.

６～
A, B or C Manufacture or Sale

 The person who is not being under sus‑

pension of nomination by Director Gener‑

al for Health and Medicine, Director Ge‑

neral, Bureau of Defense Policy or Com‑

missioner for Acquisition, Technology

and Logistics Agency

 Time‑limit for tender : 15 : 00 22 No‑

vember 2024

 Contact point for the notice : Takahashi

Hiroko, Supplies Division, Department of

Procurement Operations, Acquisition,

Technology and Logistics Agency, 51 Ic‑
higaya‑honmuracho Shinjukuku Tokyo

1628870 Japan. TEL 0332683111 Ext.
35430

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和６年 10 月２日

国立研究開発法人情報通信研究機構
契約担当理事 増山 寛

◎調達機関番号 816 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量
 2025年度 国立研究開発法人情報通信研
究機構レジリエントＩＣＴ研究センターで
使用する電力需給契約 一式
 2025年度 国立研究開発法人情報通信研
究機構おおたかどや山標準電波送信所で使
用する電力需給契約 一式

 調達件名の特質等 仕様書による。
 契約期間 令和７年４月１日から令和８年
３月31日まで。
 納入場所 仕様書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の110分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

purchased :

 Whole Body Magnetic Resonance

Equipment, Superconducting Magnet

Type, For Central Hospital 1 each

 Spect Equipment, Conbination Type Of

X‑Ray And CT 1 each

 Heart‑Lung Machine 1 each

 General‑Purpose X‑Ray Fluoroscopic

Diagnostic Device, Stationary, Digital,

With Bone Density Measurement Func‑

tion 4 each

 Delivery period : as in the tender do‑

cumentation

 Delivery place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.
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